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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 43242
組合名称 曙ブレーキ工業健康保険組合
形態 単一
業種 機械器具製造業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

1,908名
男性88.3%

（平均年齢47.08歳）*
女性11.7%

（平均年齢41.48歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 3,778名 -名 -名
適用事業所数 8ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

4ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

100‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 4 - - - -
保健師等 5 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 1,811 ∕ 2,067 ＝ 87.6 ％
被保険者 1,515 ∕ 1,519 ＝ 99.7 ％
被扶養者 296 ∕ 548 ＝ 54.0 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 121 ∕ 407 ＝ 29.7 ％
被保険者 121 ∕ 366 ＝ 33.1 ％
被扶養者 0 ∕ 41 ＝ 0.0 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 5,950 3,118 - - - -
特定保健指導事業費 9,134 4,787 - - - -
保健指導宣伝費 2,912 1,526 - - - -
疾病予防費 18,381 9,634 - - - -
体育奨励費 0 0 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 1,030 540 - - - -
　
小計　…a 37,407 19,605 0 - 0 -
経常支出合計　…b 1,051,362 551,028 - - - -
a/b×100 （%） 3.56 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

4 2 0 2 4
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 17人 25〜29 107人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 152人 35〜39 135人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 117人 45〜49 284人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 359人 55〜59 364人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 176人 65〜69 43人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 4人 25〜29 18人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 41人 35〜39 36人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 38人 45〜49 28人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 41人 55〜59 21人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 11人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 0人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 66人 5〜9 127人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 126人 15〜19 206人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 137人 25〜29 19人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 3人 35〜39 6人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 1人 55〜59 1人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 4人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 3人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 73人 5〜9 87人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 136人 15〜19 180人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 137人 25〜29 18人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 29人 35〜39 50人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 67人 45〜49 102人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 159人 55〜59 127人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 54人 65〜69 16人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 13人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
1.被保険者の構成は、本社が942名（男800名、女142名）、岩槻461名（男420名、女41名）、山形301名（男283名、女18名）、福島185名（男172名、女13名
）である。（R6.2.21時点）
2.女性の約半数が本社勤務。岩槻・山形・福島は2交代勤務があり、男性割合が約9割。
3.40〜50歳代に加入者編成が偏っている。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
事業所所属の保健師が健保と兼任しているため、定期的な情報交換が可能である。 
また、事業所と健保で事業についてや課題を共有し、コラボヘルスを実施している。
法定部分に加え、人間ドック（夫婦揃って節目健診）や被扶養者健診に注力し特定健診受診率向上につなげている。
書面通知の保健指導や前期高齢者対策・埼玉連合会の共同事業等も適宜実施しているが、効果検証が定量化されていない部分については今後の検討課題とする。

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関紙の発行
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　冊子の配布
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
　保健指導宣伝 　前期高齢者保健指導
　保健指導宣伝 　禁煙外来補助
　保健指導宣伝 　被扶養者の書面保健指導
　疾病予防 　冬季感冒対策
　疾病予防 　被扶養者健診
　疾病予防 　夫婦揃って節目健診
　その他 　医務室費
事業主の取組事業主の取組
　1 　定期健康診断及び特殊健診
　2 　健診事後措置
　3 　節目年齢健診（人間ドック）
　4 　ストレス診断
　5 　健康管理推進事業
　6 　各種検診補助
　7 　胃検診
　8 　大腸がん検診
　9 　乳がん検診
　10 　子宮頸がん検診
　11 　卒煙対策
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2 機関紙の発行 健保事業の周知。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 0

・機関紙発行（4月・9月）
・社内イントラとホームページに掲載
・工場は掲示板へ掲示

・事業主と掲載内容について、情報共
有しながら作成した。
・情報提供として「歯の健康について
」記事を掲載した。

・ページ数に制限があり情報量が限ら
れてしまう。 5

個別の事業個別の事業

特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診（被
保険者） 健診受診率100% 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

0

対象者数：1,519名
受診者数：1,515名
受診率　：99.7％
目標値　：100％
4月〜6月に実施。春の巡回健診で受診
できない方は、秋季健診や個別にて受
診。

・会社の定期健康診断で就業時間内に
実施している。
・事業主より長期休職者へ年度に1回春
の健診案内を実施している。年度内に
復職すると年度に1回受診が必要である
ため、事業主より受診確認、必要であ
れば受診フォローを実施している。
・年度を通して海外赴任している方や
妊婦の特定健診対象除外登録を実施し
た。
・役員の健診データ管理は事業所にて
実施しているが、健診登録はデータ共
有している。

・長期休職者は健保は特定健診登録対
象だが、事業主としては健診受診は義
務ではない。年に1回事業所より健診案
内と、年度内に復職すると年度中に健
診受診フォローしている。会社指定の
巡回健診やネットワーク健診以外で健
診を受診している方が少人数いるが健
保は把握できていない。
・海外赴任者、帰国者の情報は適宜事
業主とも連携して確認していく。
・令和5年度も引き続き事業主の協力を
得て入手する努力をする。

4

3 特定健診（被
扶養者） 健診受診率60%以上 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 4,934

対象者数：548名
受診者数：296名
受診率　：54％
目標値　：67.1％

・案内を本人名で自宅に送付。
・未受診者への受診勧奨メール（無料
）とハガキ（費用負担）を送付。予約
状況をみてメール登録者に9・10・11
月にメール勧奨実施。9月に未予約の対
象者全員にハガキ勧奨実施。
・パート先等で受診した方の健診結果
と問診票を健保に提出すると、インセ
ンティブを付けて案内した結果、3名の
結果提出につながった。

・財政が厳しいため、健診項目が少な
い。行政健診と変わらない内容。
・健診の重要性が理解されていない。
・受診率の分析ができていないため、
未受診者層の分析と受診勧奨の工夫が
必要。
・コロナの影響で受診控えの可能性が
ある。

3

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導 特定保健指導55%以上。特定保健指導対象者とメタボリックシンドロ
ーム該当者を減少させ、生活習慣病の医療費を削減する。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
3,051

＜積極的支援＞
対象者数：253名
実施者数： 80名
実施率　：31.6％
＜動機付支援＞
対象者数：154名
実施者数：41名
実施率　：26.6％
合計実施率：29.7％

・事業主の協力で就業規則、健康管理
規定化されている。
・就業時間内で実施している。
・途中で中断している方へ適宜本人と
連絡をとり継続を促した。
・本社系の営業所は初めて少数だが実
施できた。
・初めてモデル実施を導入した。
・初めて内部で3名特定保健指導（動機
づけ支援）実施した。

・節目健診受診者のデータが保健指導
開始時期までに全て揃わない。特定部
署は、実施が難しくできていない。
・効果やリピーター把握の分析ができ
ていない。今後は面談実施者の次年度
健診結果の比較やアンケート実施等を
検討する。

3

保
健
指
導
宣
伝

2 冊子の配布 健康に対する意識付け。生活習慣・健康状況の改善。医療費適正化。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 322

・特定保健指導実施者以外で積極的、
動機付けの対象者に生活習慣病（健康
志向生活、喫煙者にはチャレンジ卒煙
）について配布を実施した。
・夫婦揃って節目健診案内に女性特有
の病気に関するビラを同封した。
・被扶養者健診案内に、健康診断に関
するビラを同封した。
・健康白書を作成し、社内イントラに
掲載した。

・コラボヘルスで事業主とデータを共
有。各拠点の業務課長、医療職の方へ
も情報共有。
・健診案内の工夫により、被扶養者健
診の受診率が上がった。

・健診の重要性や医療費、健康に対す
る意識が各々異なり低い可能性もある
ため、効果につながらない。
・健康白書は社内イントラのため閲覧
していない方がいる。
・被保険者に渡しているビラは、被扶
養者へ情報が伝わらない可能性がある
。

5

2 医療費通知 医療費の適正化。加入員への気づき。 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 209 ・発行枚数

1,972枚 事業主経由で配布。 ・家に持ち帰らない社員がいる。（家
族との共有をしていない） 5

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因

5



7 ジェネリック
通知 後発医薬品への切り替え促進（利用率80％以上） 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
501

＜対象者条件＞
①18歳以上で薬効分類指定なし、メン
タル含み癌、免疫抑制剤を除外、且つ
処方日数14日以上。削減効果総額333
円以上。
②6歳〜18歳未満でアレルギー用薬のみ
。削減効果総額333円以上。
年間対象者数：189名
年間効果金額：約14万円
後発品転換率：85.6%
目標値　　　：82%

・対象者や同封物の見直しを随時実施
して工夫をした。

・16歳未満の子供は自己負担なしでか
かれるため、医療費に対する認識が乏
しい。

5

2 前期高齢者保
健指導

前期高齢者になる前からのアプローチにより、前期高齢者医療費の減
少を図る。 全て 男女

64
〜
73

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
469

対象者：56名
アンケート実施者数：56名
回答者数：29名
回答率：51.8%
電話指導実施者数：18名
実施率：32.1%

・専門業者に委託しているため、専門
家の指導を受けることができる。
・1回目アンケートの時に高齢者医療制
度の冊子（法研：今からしっておきま
しょう〜健康が将来をつくる！〜）を
同封した。
・アンケート回答者に粗品を進呈した
ことが回答率ＵＰにつながった。

・保健事業の主旨や内容を理解されず
、参加者が増えない。対象者抽出条件
を検討する。
・より効果が期待できる面談実施も検
討したい。実施者の結果分析や未受診
者層の分析も検討する。
・対象者を被保険者と被扶養者で年齢
を変更したが、実施率を上げるために
対象者の抽出に工夫が必要。

3

1,2,5 禁煙外来補助 今後の全事業所敷地内全面禁煙に向けて、事業主と一緒に禁煙促進活
動を実施。 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 0

・4月のセンターニュースに案内を掲載
。
・事業主と一緒に禁煙対策の一つとし
て、全社掲示板へ案内を掲載。

・事業主と連携しながら、社内イント
ラに禁煙対策を掲載している。中央安
全環境委員会、人事総務、産業医、健
保と連携し定期的な会議を実施してい
る。

・会社の経営状況により非喫煙者の多
い若い世代の離職率が高い。
・ストレスにより、禁煙していた人が
再び喫煙し始めたケースもあろ。
・2021年4月から敷地内全面禁煙予定が
延期の方向となり、禁煙に対しての意
識が薄まった可能性が高い。

1

2,4,5 被扶養者の書
面保健指導

被扶養者の特定保健指導実施ができていないため、被扶養者の特定保
健指導対象レベルの方へ書面保健指導実施することで、生活習慣を早
めに改善させて、生活習慣病の発症を防ぎ医療費を削減する。

全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者 0

・積極的支援レベル11名、動機付け支
援レベル28名を健保連の保健師と共同
にて書面保健指導を実施した。

・被扶養者の特定保健指導は数年実施
できていなかったが、健保連の保健師
の指導により書面作成から実施するこ
とができた。

・受診日から実施までの時間が経過し
ているため、対象者の意識にずれが生
じた可能性がある。
・今後実施した方の効果分析。

5

疾
病
予
防

8 冬季感冒対策 予防接種により、罹患率の低下や重症化予防 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 1,482

対象者数　：4,083名
被保険者数：2,061名
被扶養者数：2,022名
予防接種者数：990名
被保険者数：575名（27.9%）
被扶養者数：415名（20.5%）
合計接種率：24.2%

・社内イントラやホームページでＰＲ
を実施。
・本社（羽生、日本橋）、岩槻製造の
み、就業時間中に希望者が社内集団接
種を実施。

・効果分析ができていないため、接種
率を合わせて罹患率を出せるとよい。
・同じ人が毎年接種している傾向か、
社内接種の効果を分析できるとよい。
・事業所により集団接種の実施は難し
い点がある。今後集団接種の継続、事
業所の拡大も検討できるとよい。

3

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因

6



2,3 被扶養者健診 健診受診率を向上させ、生活習慣病の予防及び改善を図る。 全て 男女
30
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

2,470

＜40歳以上＞
対象者数：552名
受診者数：266名
受診率　：48.2%
＜30~39歳＞
対象者数：92名
受診者数：34名
受診率　：37.0%
＜合計＞
対象者数：644名
受診者数：300名
受診率　：46.6%

・案内を本人名で自宅に送付。
・未受診者への受診勧奨を実施。
未予約者へメール登録者に定期的なメ
ール勧奨（9・10・11月）、9月にはが
きを送付し、受診率アップした。
・勤め先で受診されている方のデータ
を入手するため、健診案内に健保に結
果と問診を提出すると、インセンティ
ブ（QUOカード千円）を付与する取り
組みを実施。3名提出につながった。

・財政悪化のためがん検診等のオプシ
ョン項目を大幅に減らしている。（が
ん検診は行政で受診するように推奨し
ている）
・勤め先で受診されている方のデータ
を健保で提出する取り組みは周知がま
だ低い可能性がある。
・コロナの影響で受診控えの可能性が
ある。
・健診の重要性が理解されていない。
・受診率の分析ができていない。未受
診者層の分析や受診勧奨の工夫を検討
する。
アンケートではなく、未受診勧奨ハガ
キにパート先などで受診された場合の
健診結果の提出を依頼した。

3

3 夫婦揃って節
目健診

がんの罹患率が上がる40歳から脳ドックを含めたドック検査で早期発
見・早期治療を目指す。 全て 男女

40
〜
55

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
12,205

＜被扶養者＞
対象者数：107名
受診者数：56名
脳ドック受診者数：43名
受診率：52.3%
＜被保険者＞
対象者数：285名
脳ドック受診者数：226名
受診率：79.3%

・脳ドックとがん検診と、健診項目が
充実していることから受診率が高い。
・事業主が被保険者の節目健診を100%
実施させている。
・案内を本人名で自宅に送付。
・未受診者への受診勧奨を実施。
未予約者へメール登録者に定期的なメ
ール勧奨（9・10・11月）、9月にはが
きを送付し、受診率アップした。

・脳ドックや内視鏡検査が受診できる
健診機関が少ない。
・受診率の分析ができていない。未受
診者の年齢層などの分や受診勧奨の工
夫をして受診率アップにつなげたい。
・コロナの影響で受診控えの可能性が
ある。

4

そ
の
他

8 医務室費
看護師・保健師に知識を深めてもらい、事業主と健保でコラボしなが
ら加入員への健康推進をしていく。
看護師会議に健保も参加をして情報交換を実施しる。

全て 男女
18
〜
65

加入者
全員 254 利用者数（延べ）：3,749名

・健保が保健指導等の環境を整備。
・保健師、看護師の教育費用を提供。
特定保健指導のセミナーに一部参加。
・新型コロンウィルス感染拡大により
、無料のオンラインセミナーなどを活
用できた。

・健保保有の医務室老朽化。
・今後もオンラインセミナーの活用や
厚生省、健保連などの情報をチェック
していく。

5

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

定期健康診断及び
特殊健診

安衛法に基づく健診
集団健診と委託業者（ウェルネス）を利用した個別健診。R4年度⇒1
00%

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

・実施時期：4月、10月（定期/特殊）
※節目年齢人間ドックの対象者は、
　4〜6月までに受診
　　
・定期健康診断の受診率
2018年度:95.3%、2019年度:98.8%、
2020年度:99.8%、2021年度99.4%、
2022年度99.7%
・年1回の健診未受診者フォローの実施。ネット
ワーク健診未予約、出張者、休職者（療養、育
休産休中の方）へのフォロー実施。

・勤務時間中の実施。
・事業所で未受診者フォロー実施。

・休職復職者のフォロー
・業務に起因した健康障害発生リスク 有

健診事後措置 安衛法に基づく受診勧奨及び曙基準、産業医判定での指導 被保険者 男女
18
〜
74

■精密検査受診率
2018〜2022年度　100%

・医務室、職制上司からのフォロー展開。
・事業所による健診事後措置の実施。産業医判
定による精密検査結果報告書提出依頼、産業医
面談、保健指導の実施。

・健診事後措置の対応、精密検査未提出者のフ
ォロー。
・各拠点により産業医判定基準に相違あり。

無

節目年齢健診（人
間ドック）

40、45、50、55歳の節目年齢を迎えた社員（正社員、スタッフパ
ートナー）に対し人間ドックを実施。脳ドック以外は会社費用負担
、脳ドックは健保費用負担。

被保険者 男女
40
〜
55

・実施時期4月〜6月
(福島、山形事業所は同じ契約医療機関、その他
事業所はネットワーク健診にて予約)

・半休（有給）を与え受診。
・事業所で未予約者、未受診者等のフォロを実
施している。

・健診予約の遅延、日程変更等から、期間内に
希望内容が予約できないことがある。
・健診機関を増やし、利用者の利便性を図る。

有

ストレス診断 各事業所にて実施 被保険者 男女
18
〜
74

・毎年7月に一斉実施。
6/1現在在籍する従業員（グループ企業も同様）
役員、他社出向者、海外勤務者は実施する（法
的義務なし）派遣社員は実施しない（法的義務
なし）
・R5年度受検率（全拠点）:99.7％
　2,376/2,382名　　　
　　　　　　　　
・会社メールアドレスがある方は、電子カルテ
システムGrowbaseよりWeb回答。会社メール
アドレスがない方は、紙で回答。後日電子カル
テシステムにデータ投入。（一部事業所は会社
メールアドレスない方にもWeb回答実施）

・異動の少ない7月に全拠点一括実施。
・期間内の受診勧奨。
・ストレスチェック実施後は、高ストレス者の
面談勧奨を2群に分ける。
・組織診断結果のフィードバック、KYT単位で職
場いきいき改善活動の実施。

・未実施者へのフォロー。
・高ストレス者対応。
・実施後の組織診断結果分析後の活動、改善策
。

有

健康管理推進事業
運動推奨活動
・自治体の健康づくり企画とコラボレーション：埼玉県コバトン健
康マイレージ R6年3月で終了
・本社健康管理部会主催による健康講話

被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

・本社健康管理部会（羽生）での実績
2019年度までの年間行事（体力測定会、健康講
話2回、ウォーキングラリー、akeoboウェルネ
スポイント、献血など）　コロナ禍はイベント
実施内容変更あり。
・R4年度2回：羽生病院Web全事業所加可能（①
骨粗しょう症について、②膝の痛みの解消法と
腰痛肩こり体操）
・R5年度2回：①羽生病院　会場講話＆Web視聴
、②外部講師、会場参加のみ
（①女性の子宮がん ~予防と早期発見について~
、②脳トレ！筋トレ！脂肪トレ！（運動機能維
持・身体づくり））
・本社管轄のコバトン参加者対象：11月ウォー
キングラリー25万歩目標。R4年度参加者307名
、達成者65名。R5年度参加者300名、達成者57
名。
・R5年度、事業所と健保コラボ企画：カゴメの
ベジチェック実施。8事業所755名実施。

・埼玉県コバトンマイレージはグループ企業全
体で会社で参画したため、埼玉県以外の拠点も
参加できるようにした。コバトン事業はR6年3月
末で終了。

・募集を随時実施しているが、新規の方は少な
い。登録のみでアクティブな参加者は少ない。
・埼玉県コバトンマイレージの事業が終了する
ため、運動推奨活動の継続が難しい。

有

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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各種検診補助 【目的】疾病の早期発見、予防、早期治療
【概要】がん検診や人間ドック等の各種受診者へ費用の一部補助

被保険者
被扶養者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

・年度内随時。
・社員で共済会に加入している方へ、各種検診
補助を使用できる。
・限度額は、1人年間で3万円（7割補助）。

・個人負担3割とし、健保扶養家族も補助対象に
した。

・全社員への浸透PR方法を検討する必要がある
。 無

胃検診 【目的】疾病の早期発見、早期治療
【概要】希望者に対して胃部X線検査の全額補助 被保険者 男女

40
〜（

上
限
な
し）

・定期健診（4月）と同時実施。
・節目健診は、胃部内視鏡か胃部X線のどちらか
を選択できる。

・定期健康診断と同時に募集し展開をしている
。

・バリウムが飲めない人への対応。
・現場職は離席が難しく参加者が少ない。 無

大腸がん検診 【目的】疾病の早期発見、早期治療
【概要】希望者に対して便潜血検査の全額補助 被保険者 男女

40
〜（

上
限
な
し）

・定期健診（4月）と同時実施。
・節目健診にも大腸がん検診項目あり。

・定期健康診断の40歳以上対象者に便潜血キッ
トを同封している。（提出任意）
・節目健診コースに項目が入っている。

・全員提出は難しい。 無

乳がん検診 【目的】疾病の早期発見、早期治療
【概要】希望者に対してマンモグラフィ検査の全額補助 被保険者 女性

40
〜（

上
限
な
し）

・春、秋（拠点により違い有）
⇒各拠点へ確認
・定期健診の方は、別途事業所巡回健診で実施
。
・節目健診の方は、乳がん検診で視触診＋乳エ
コーかマンモグラフィーを選択できる。

・業務時間内に受診可能。
・拠点によって健診機関まで出向く必要あり。
・会社での健診以外でがん受診受診や婦人科通
院中でフォローしている方の人数は把握できな
い。

有

子宮頸がん検診 【目的】疾病の早期発見、早期治療
【概要】希望者に対して細胞診検査の全額補助 被保険者 女性

20
〜（

上
限
な
し）

・春、秋（拠点により違い有）
・定期健診の方は、別途事業所巡回健診で実施
。
・節目健診の方は、子宮頸がん検診項目が含ま
れている。

・業務時間内に受診可能。
・拠点によって健診機関まで出向く必要あり。
・会社での健診以外でがん受診受診や婦人科通
院中でフォローしている方の人数は把握できな
い。

有

卒煙対策 喫煙率の減少。
⇒各拠点で禁煙デーや禁煙時間を設定。 被保険者 男女

-
〜（

上
限
な
し）

・中央安全衛生委員会等と協働（喫煙ルール、
分煙等）
・卒煙タイミングを見極めたアプローチ（卒煙
者支援）
2022年度健康保険組合発行の「健康づくり報告
書」によると、当社の喫煙率は男性38.7%（全
国平均27.1%)　女性10.5%（同7.6%）
となっており、男女ともに高い状況が継続して
います。（＊全国平均は2019年）

・本社の喫煙場所は縮小された。
　（現在6ヶ所）
【具体的取組み】
・健康診断や世界禁煙デー等のタイミングでイ
ベント実施
・問診結果等で卒煙タイミングを見極めた保健
指導の実施
⇒卒煙宣言等の方向性確認必要（2024年度内中
央安全）にて

・製造現場では業務の関係で難しい部分有。
・社内の喫煙時間ルールが守れていない。 有

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 健診受診状況 特定健診分析 特定健診（40歳以上）の受診率は、被扶養者健診が義務ではないため、定

期健診（40歳未満）の受診率より低い。
被保険者40歳未満は、保健指導判定・受診勧奨判定基準該当者では、腹囲
・脂質が多く、治療歴は肝機能が一番多い。
加入者全体40歳以上の、保健指導判定基準該当者は、腹囲・血糖・脂質が
多い。受診勧奨判定基準該当者は、脂質が一番多く、次いで血圧、肝機能
が多い。治療歴は、血圧・血糖・脂質・肝機能ともに高い。40歳以上にな
ると生活習慣病の服薬治療歴が増えることから早期介入が望ましい。

イ 特定保健指導対象者の推移 特定保健指導分析 過去5年間の推移では、健保加入者減で全体の特定保健指導対象者数は減少
傾向だが、2022年度の被保険者の特定保健指導対象者は前年度より増加し
ている。2022年度では、被保険者は積極的支援が動機づけ支援より2倍多
く、被扶養者は動機づけ支援が積極的支援より3倍多い。新型コロナウィル
スによるライフスタイルの変化（外出機会の減少、在宅勤務など）等に伴
い、肥満やメタボリックシンドロームのリスクが高まった可能性がある。

ウ 特定保健指導の実施状況 特定保健指導分析 特定保健指導対象者割合は、加入者減だが増加傾向である。コロナ禍後の
生活環境の変化に伴い、メタボに該当する方が増加した可能性がある。財
政状況と予算計画に合わせて、特定保健指導実施率を上げている状況であ
る。
・前年度と翌年の脱却状況は、例年横ばいであったが、直近は服薬治療に
ならずに脱却者が増えている。
・継続対象者（リピーター）は、1年で改善脱却する方もいるが、数年連続
で継続される方が5倍以上いる。
・1年後にリバウンドする方が一番多い。
・30代後半でBMI/腹囲、血圧/脂質/血糖の基準抵触状況者がいるため、今後
新規の特定保健指導対象者が増加する可能性がある。

エ 医療費 医療費・患者数分析 全年齢・疾患別の1人あたり医療費と受診率（千人あたり）は、歯科疾患が
一番多い。次に、高血圧症・脂質異常症・糖尿病、悪性新生物、心疾患・
脳血管疾患と続く。幅広い層と様々な疾患に関連する歯科疾患に関しての
アプローチが求められる。生活習慣病の代表的な疾患である、高血圧症、
脂質異常症、糖尿病や悪性新生物に関しても、早期対応が医療費抑制につ
ながるため、引き続き生活習慣病対策は重要である。年代別では、60歳以
上の医療費が一番高く増加傾向である。加入者全体でも高齢化が進んでお
り、高齢化に伴う疾病リスクを考えて対策の検討が必要である。

オ 医療費の構成要素 医療費・患者数分析 医療費の構成割合は、呼吸器系・がん・糖尿病・高血圧症・メンタル系疾
患の割合が多い。年間100万円以上の構成割合は、　　　　　　　　　　　
　
がん、心疾患、肺がん、メンタル系疾患の割合が高い。最近の特徴は、が
ん、心疾患、呼吸器系、メンタル系が増えているのが特徴と捉える。感染
症の流行やアレルギー疾患の増加、在宅勤務によるコミュニケーションの
減少など環境変化に伴う影響がでている可能性がある。最近の動向を確認
し、情報提供できるように努める必要がある。
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カ 生活習慣病疾患の医療費・受診者数を使った統計分析 医療費・患者数分析 2022年度の生活習慣関連疾患の医療費・受診者数による分析結果は、糖尿
病、高血圧、高脂血症の医療費、受診者数割合が高い。
1人当たりの医療費は、人工透析患者が4名だが年間416万円と他疾患と比
べても著しく高い。
今後人工透析患者が増えないようにするため、早期の生活習慣病予防と重
症化予防対策が重要と考える。

キ 生活習慣病の医療費・有病者 医療費・患者数分析 2022年度レセプト情報より、糖尿病、高血圧、脳血管障害、虚血性心疾患
の割合が高く、40代から増加傾向、50代が一番多い。
また、高尿酸血症、高脂血症、肝機能障害も40代から増加傾向、50代が一
番多い状況である。
2022年度分のレセプト情報より、医療費の割合と1人当たり医療費は、糖
尿病の割合が最も高い。
次いで、高血圧、人工透析、高脂血症の順番である。

ク 高血圧症・脂質異常症・糖尿病のリスク者の推移・将来予
測

健康リスク分析 ・2020～2022年度の実績値（血圧・脂質・血糖が基準値に抵触、あるいは
、血圧・脂質・血糖の服薬中の加入者合計）から、外部業者の予想モデル
を用いて、直近1年分の加入者の健診データをもとに、今後3年以内に血圧
・脂質・血糖が基準値に抵触する人数を予測したもの。2025年度予測：高
血圧症リスク者（＋57人）、脂質異常症リスク者（＋160人）、糖尿病リス
ク者（＋24人）
・予測結果の構成分布は、40歳以上・特定保健指導対象、40歳以上・特定
保健指導対象外、40歳未満の層で、各々高血圧症・脂質異常症・糖尿病リ
スク保有者がいることが予測される。また、特定保健指導対象外であるが
服薬や基準値までは該当しない方が多数おり、40歳未満の若年層の割合が
今後増えると、長期の服薬につながり・重症化のリスクが早まるリスクが
懸念される。よって、若年層からポピュレーションアプローチ、リスク保
有者への介入を実施することが望ましいと考える。

ケ 生活習慣分析 健康リスク分析 生活習慣分析では、運動面は平均より高めである。埼玉県コバトン事業に
事業所が参画しており、歩数を意識している方が一定数いたことが考えら
れるが、2023年度でコバトン事業が終了のため、今後低下する可能性あり
内容検討が必要である。
食事面は、製造業で工場勤務の方が多いため、不規則な勤務形態により食
事時間が一定ではないことが考えられる。
飲酒面は、平均的、1日あたりはやや多い。
喫煙習慣は、平均より多い。製造業で工場勤務の方の割合が多いと考えら
れる。
工場勤務の特徴を捉えた生活習慣の改善策を考えていく必要がある。
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コ 若年層の特定保健指導レベル 健康リスク分析 2018年度から2022年度までの健診結果より、20代・30代の特定保健指導レ
ベルに該当する人数は、20代は1割未満、30代は2割近くに増えている。支
援レベルの内訳では、20代は動機づけ支援の方が多いが、30代は積極的支
援の方が多い結果となった。これらの結果より、若い年代から生活習慣を
意識し改善をすることで、将来のメタボ該当者、特定保健指導該当者を減
らし、生活習慣病のリスクを回避していくことが求められる。書面指導で
はデータ改善や評価は難しいが、若年層への働きかけは工夫して継続する
必要がある。

サ 前期高齢者1人当たり医療給付費の推移 医療費・患者数分析 2018年度～2022年度の前期高齢者1人当たりの医療給付費は、加入者は減
少傾向だが、医療給付費は増減繰り返し、直近は増加傾向である。しかし
、人数が少ないため対象者1人の医療費が高騰すると、医療費や前期高齢者
納付金の影響も大きい。
前期高齢者になる前からの働きかけにより、健康増進・維持を図ることが
必要である。

シ 後発医薬品シェアの推移 後発医薬品分析 年に1回後発医薬品への転換推奨DM送付を実施しているが、一定数転換し
ており、医療費削減には繋がっていると考える。
2018年からの転換率も上昇傾向であり、2023年3月時点の当健保の資料率
は84.0%で、国の推奨割合は超えており、全国は平均より高く維持してい
る。今後も効果が少しでもでるよう外部委託業者に相談しながら継続実施
していく必要がある。

ス 禁煙外来補助・喫煙率 その他 禁煙外来補助申請は2022年度～申請者が0名である。2018年度から2023年
度までの事業所別喫煙率では、一時減少したが増加傾向の拠点もある。そ
の間にADRによる早期退職者などの離職者がおり、加入者の変動もあるた
め比較が難しい。ただ、本社の間接系は喫煙率は低い方だが、他拠点の工
場メインの事業所は全国平均に比べて著しく高いのが現状である。
一時期、事業所、健保の禁煙対策イベントも実施していたが、新たに禁煙
している方が減少している様子。事業所の方向性も踏まえて禁煙施策を再
度練り直し、支援の再検討が求められる。

セ インフルエンザ予防接種 その他 2022年度のインフルエンザ予防接種をした方のインフルエンザ罹患率は、
19.1%である。
一般的に予防接種は重症化予防には効果があると言われているため、今後
も予防接種の推奨は実施していく。

ソ 主要疾患分析（高血圧・脂質異常症・糖尿病） 医療費・患者数分析 高血圧症、脂質異常症、糖尿病の罹患率は、50～59歳が一番高い。10～30
代の罹患者数もおり、若年層への対策が必要である。
現在基準値内のリスクが低い層も、今後罹患へ移行していく方が一定数予
測される。

タ 主要疾患分析（心疾患・脳血管疾患[循環器]） 医療費・患者数分析 心疾患、脳血管疾患は、40～60代の罹患者数割合が高く、50代が一番多い
。
高血圧、脂質異常症、糖尿病リスク高、喫煙の全項目に該当する方は5人、
今後重症化により透析移行等も懸念される。リスクが高い方へのアプロー
チも検討が必要である。
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チ 主要疾患分析 医療費・患者数分析 胃がん、肺がん、大腸がんの罹患者数（疑いも含む）から30～40代にかけ
て増加、50代が一番多い。
乳がん、子宮頸がんの罹患者(疑いも含む）は、乳がんは30代～、子宮頸が
んは20代～出現しているが、40～50代が多い。
がん検診受診や受診勧奨の実施で早期発見治療につなげ、必要時生活習慣
改善指導など情報提供が必要である。
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■特定保健指導対象者人数：被扶養者（名）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

全体 55 49 39 41 41

積極的支援 18 11 15 17 10

動機づけ支援 37 38 24 24 31

■特定保健指導対象者人数：被保険者（名）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

全体 454 481 432 343 366

積極的支援 309 313 292 210 243

動機づけ支援 145 168 140 133 123

■特定保健指導対象者人数：全体（名）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

全体 509 530 471 384 407

被保険者 454 481 432 343 366

被扶養者 55 49 39 41 41
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■書面指導実施者　40歳到達時-特定保健指導対象者割合

※2018～2019年度実施分 17名（延べ人数）

人数 割合

情報提供　　 3 17.6%

動機づけ支援 3 17.6%

積極的支援 11 64.7%

（参考）R4年度　40歳到達時　特定保健指導対象者：32名、内訳は積極的支援3名、動機付け支援2名

5/32＝16.1％

■特定保健指導階層化割合：20代被保険者

＜割合＞% 　

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

情報提供 95.5 93.6 92.4 92.4 91.4

積極的支援 1.9 3.1 2.9 3.8 3.7

動機づけ支援 2.6 3.3 4.7 3.8 4.9

■特定保健指導階層化割合：30代被保険者

＜割合＞

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

情報提供 86.0 80.7 80.4 81.4 81.5

積極的支援 9.8 11.8 12.2 11.6 13.0

動機づけ支援 4.2 7.5 7.4 7.0 5.5

17.6%

17.6%
64.7%

若年層書面指導後

40歳到達時 特定保健指導対象者割合

情報提供 動機づけ支援 積極的支援
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■前期高齢者1人当たり医療給付費の推移

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

医療費（千円） 423 272 312 226 231

人数（人） 78 71 65 55 43
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■後発医薬品シェア（数量ベース）推移 

 

 

 

 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 

転換率 

 

80.4% 82.8% 79.2% 84.5% 85.6% 
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■全事業所　喫煙者（名）・男女割合（％）[健康白書] ■禁煙外来補助申請（名）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2018年度 0

喫煙者（名） 1,254 1,237 1,084 986 862 822 2019年度 3

男性（％） 43.1 40.9 40.2 39.9 38.7 38.8 2020年度 2

女性（％） 9.9 9.7 10.5 9.3 10.5 9 2021年度 2

2022年度 0

■喫煙率（％）[健康白書]

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

全事業所 39.1 37 36.7 36.6 35.8 35.8

本社 28.2 29 28.5 27 24.7 24.5

岩槻 46.8 44.4 45.1 43.3 43.2 45.5

アロックス 45.5 38.5 36.4 35.7 29.5 33.3

福島 42 37 38.5 37.8 45 44.5

山形 55.3 54.8 53.1 55.4 53.6 53.8

全国平均 18.3 17.7 17.8 16.7 16.7 16.7
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■2022年度インフルエンザ罹患率

インフル予防接種者、インフル補助金申請者 994名

インフル罹患者 21名

インフル罹患者の予防接種者 4名

インフル罹患者/インフル予防接種（％） 19.1%
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1 ・被扶養者の特定健診受診率が低い。  健診案内やパンフレット送付の工夫をして、年1回の健診受診を促し、
病気の早期発見、早期治療につなげる。 

2
・被保険者、被扶養者の特定保健指導実施率が低い。
・特定保健指導該当者、メタボ該当者、予備軍が減らない。  被保険者は、独自基準に沿って対象者を段階的に増やし、

被扶養者は、希望者に実施する。継続した生活習慣の改善につながるよ
うな仕組みづくりをしていく。



3 ・生活習慣病に関連する疾病割合が高く、40〜50代が多い。
・若年層から肥満、メタボ該当者、予備軍が増加している。  若年層から生活習慣の改善対策を行い、メタボ、特定保健指導対象者が

減るように介入する。 

4 ・喫煙率が全国平均より高く、喫煙に関する疾病罹患のリスクがある。  事業主の方向性を確認連携しながら、意識付けや禁煙の支援ができるよ
う、効果的な施策を検討していく。 

5 ・がんの医療費が高い。  事業所・自治体でのがん検診受診を促したり、健診案内やパンフレット
送付の工夫をし、病気の早期発見、早期治療につなげる。

6 ・前期高齢者の1人当たりの医療費が増加している。  健康状態を把握してもらい、早期の受診や生活習慣改善につながるよう
に対策を行う。

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・加入者数3,778名、被保険者の割合は、男性88.3%、女性11.7%。
・被保険者の平均年齢は、男性47.08歳、女性41.48歳。
　※R6年度見込み
・製造業で工場勤務、交代番の方が多い。

 加入者数の減少、平均年齢の上昇に伴い、高年齢化している。
被保険者は男性が多く、メタボや生活習慣病の発症リスクが高い。
その他、女性特有の疾患や交代番の特徴を捉える。

2
・単一健保で事業主に協力を得やすい環境。  事業主と連携をとり、コラボヘルスを活用する。健康経営会議や産業保健会議等に参加

し、社員の健康状態や事業所での取り組みを情報共有し、他拠点や現場の意見を参考に
していく。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 ・保健事業担当者が事業主と健保の兼任のため、事業主との協力や連携がと　　
りやすい。その半面、充分な時間を確保できない。  事業主、健保のプライバシー情報。

マンパワー不足には、健保内で連携する。

ア

イ，ウ

カ，キ，コ

ス

エ，オ，チ

サ
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関紙の発行
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　若年層対策
　保健指導宣伝 　前期高齢者保健指導
　保健指導宣伝 　卒煙対策
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
　疾病予防 　被扶養者健診
　疾病予防 　夫婦揃って節目健診
　疾病予防 　重症化予防対策
　疾病予防 　歯科疾病予防対策
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
生活習慣病予防や健康維持・増進に関する意識付けを行い、生活習慣病の発症や合併症・重症化等を防ぎ、医療費削減につなげる。

事業全体の目標事業全体の目標
・特定健診の受診率と特定保健指導実施率を上げる。
・若年層からの生活習慣改善を促し、特定保健指導対象者を減らす。
・がん検診の推奨や受診勧奨通知を実施し、早期受診、治療につなげる。
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職場環境の整備職場環境の整備
加入者への意識づけ加入者への意識づけ

0 0 0 0 0 0

保
健
指
導
宣
伝

2,4,5 既
存 機関紙の発行 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ ス

・機関紙（健保の運営、
収支、健康情報等）を4月
・9月に発行。記事は健保
で作成。
企業年金基金、共済会と
共同で発行。社内イント
ラとHPに掲載する。
・保健事業を活用した情
報提供の実施。

ア
健保組合＆事業主との共
同事業（コラボヘルス）
外部委託業者との連携

・機関紙（FRESHセンタ
ーNews）を年２回発行。
保健事業の周知、実施報
告と、定期的な健康情報
や話題情報を掲載する。
・健診案内にがんに関す
るパンフレットを配布す
る。
・マイナ保険証の利用促
進をビラを配布。

・機関紙（FRESHセンタ
ーNews）を年２回発行。
保健事業の周知、実施報
告と、定期的な健康情報
や話題情報を掲載する。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・マイナ保険証の利用促
進をビラを配布。

・機関紙（FRESHセンタ
ーNews）を年２回発行。
保健事業の周知、実施報
告と、定期的な健康情報
や話題情報を掲載する。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・マイナ保険証の利用促
進をビラを配布。

・機関紙（FRESHセンタ
ーNews）を年２回発行。
保健事業の周知、実施報
告と、定期的な健康情報
や話題情報を掲載する。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。

・機関紙（FRESHセンタ
ーNews）を年２回発行。
保健事業の周知、実施報
告と、定期的な健康情報
や話題情報を掲載する。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。

・機関紙（FRESHセンタ
ーNews）を年２回発行。
保健事業の周知、実施報
告と、定期的な健康情報
や話題情報を掲載する。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。

健保事業の周知。 該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

機関誌の発行(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)年2回の機関
紙発行（4･9月）

定量的な評価が困難のため。
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業個別の事業
0 0 0 0 0 0

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者,
任意継

続者
３ イ,エ,オ,ク

,ケ,サ

事業主が行う定期健康診
断と併せて共同実施。集
団健診と委託業者を利用
した個別健診。
委託業者利用は、事業主
が実施している人間ドッ
ク（節目健診）、営業所
、海外駐在員の帰国時・
一時帰国時健診がある。

ア,イ,カ

・集団健診は事業主が健
診日程や案内通知、未受
診者フォローを実施。
・個別健診は委託業者が
案内発送、本人にてWeb
か電話予約、受診をする
。

・健診業者より健診結果
のCSV、XMLを受け取り、
基幹システムに登録する
。
・事業主と連携して、役
員や休職者、雇い入れ時
、海外駐在者などの個別
健診受診者の健診結果を
共有し入力を実施。
・特定健診の除外対象者
登録を行う。

・健診業者より健診結果
のCSV、XMLを受け取り、
基幹システムに登録する
。
・事業主と連携して、役
員や休職者、雇い入れ時
、海外駐在者などの個別
健診受診者の健診結果を
共有し入力を実施。
・特定健診の除外対象者
登録を行う。

・健診業者より健診結果
のCSV、XMLを受け取り、
基幹システムに登録する
。
・事業主と連携して、役
員や休職者、雇い入れ時
、海外駐在者などの個別
健診受診者の健診結果を
共有し入力を実施。
・特定健診の除外対象者
登録を行う。

・健診業者より健診結果
のCSV、XMLを受け取り、
基幹システムに登録する
。
・事業主と連携して、役
員や休職者、雇い入れ時
、海外駐在者などの個別
健診受診者の健診結果を
共有し入力を実施。
・特定健診の除外対象者
登録を行う。

・健診業者より健診結果
のCSV、XMLを受け取り、
基幹システムに登録する
。
・事業主と連携して、役
員や休職者、雇い入れ時
、海外駐在者などの個別
健診受診者の健診結果を
共有し入力を実施。
・特定健診の除外対象者
登録を行う。

・健診業者より健診結果
のCSV、XMLを受け取り、
基幹システムに登録する
。
・事業主と連携して、役
員や休職者、雇い入れ時
、海外駐在者などの個別
健診受診者の健診結果を
共有し入力を実施。
・特定健診の除外対象者
登録を行う。

健診受診率100%
・生活習慣病に関連する疾病割合
が高く、40〜50代が多い。
・若年層から肥満、メタボ該当者
、予備軍が増加している。

特定健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100
％)被保険者は年に1回定期健診を受診することが就業規則上記載あり、事業主単位で健診受診対応、未受診者フォローを実施する。
（R4年度実績:99.7%）※R5年度末の実績値は確定後入力

生活習慣リスク保有者率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：55％　令和7年度：54％　令和8年度：53％　令和9年度：52％　令和10年度：51％　令和11年度：50％)健康スコアリングレポート：健保加入者全
体の生活習慣の平均割合から目標値算出。
R4年度:48%、R3年度:56%　

-
内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20.5％　令和7年度：20.0％　令和8年度：19.5％　令和9年度：19.0％　令和10年度：18.5％　令和11年度：18.0％)R4年度：20.9％（317∕1515
）
※R5年度末の実績値は確定後入力

5,950 - - - - -

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ イ,エ,オ,ク

,ケ

夫婦揃って節目健診（人
間ドックの年）対象以外
の被扶養者、任意継続の
方の健診は、全て被扶養
者健診コースを外部委託
業者を仲介して予約、受
診を行う。利便性を考慮
した方法を継続。

ア,イ,カ

・外部委託業者へ名簿提
出後、委託業者にて健診
案内発送。本人が電話か
WEBにて予約、受診を行
う。名簿変更、未受診者
への受診勧奨は、外部委
託業者と連携して実施。

・未受診者で行政やパー
ト先等で受診している方
が、健診結果と問診票を
健保に提出すると、イン
センティブ（QUOカード
進呈）を付与する。上記
を健診案内やHPに掲載し
、希望者は被保険者経由
での提出を依頼する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・未受診者で行政やパー
ト先等で受診している方
が、健診結果と問診票を
健保に提出すると、イン
センティブ（QUOカード
進呈）を付与する。上記
を健診案内やHPに掲載し
、希望者は被保険者経由
での提出を依頼する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・未受診者で行政やパー
ト先等で受診している方
が、健診結果と問診票を
健保に提出すると、イン
センティブ（QUOカード
進呈）を付与する。上記
を健診案内やHPに掲載し
、希望者は被保険者経由
での提出を依頼する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・未受診者で行政やパー
ト先等で受診している方
が、健診結果と問診票を
健保に提出すると、イン
センティブ（QUOカード
進呈）を付与する。上記
を健診案内やHPに掲載し
、希望者は被保険者経由
での提出を依頼する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・未受診者で行政やパー
ト先等で受診している方
が、健診結果と問診票を
健保に提出すると、イン
センティブ（QUOカード
進呈）を付与する。上記
を健診案内やHPに掲載し
、希望者は被保険者経由
での提出を依頼する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・未受診者で行政やパー
ト先等で受診している方
が、健診結果と問診票を
健保に提出すると、イン
センティブ（QUOカード
進呈）を付与する。上記
を健診案内やHPに掲載し
、希望者は被保険者経由
での提出を依頼する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

健診受診率60%以上 ・被扶養者の特定健診受診率が低
い。

特定健診実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：54.9％　令和7年度：56.9％　令和8年度：58.7％　令和9年度：60.7％　令和10年度：61.1％　令和11年度：6
1.9％)目標値は、第4期特定健康診査等実施計画書と同様。
（R4年度実績54%）※R5年度末の実績値は確定後入力

生活習慣リスク保有者率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：55％　令和7年度：54％　令和8年度：53％　令和9年度：52％　令和10年度：51％　令和11年度：50％)健康スコアリングレポート：健保加入者全
体の生活習慣の平均割合から目標値算出。
R4年度:48%、R3年度:56%　

- 内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：4.5％　令和7年度：4.4％　令和8年度：4.3％　令和9年度：4.2％　令和10年度：4.1％　令和11年度：4.0％)R4年度：4.7％（14∕296）
※R5年度末の実績値は確定後入力

9,134 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当
者,任意
継続者

３ エ,オ,ク,ケ
,サ

外部委託事業。積極的支
援と動機付け支援は、対
象者人数と予算により実
施人数を決めて対象者を
抽出する。その他の積極
的支援と動機付け支援の
対象者には、健保から該
当通知と生活習慣病予防
対策のビラを作成して送
付する。

ア,イ,ウ,カ

・外部委託業者の営業と
の窓口は健保。事業所へ
の依頼、対象者抽出、名
簿提出、中断者フォロー
依頼等は健保で実施。面
談日時設定や個別案内フ
ォロー、外部委託業者の
相談員対応等は各事業所
の担当者にて実施。事業
主と連携しながら実施。
面談は個別面談で原則就
業時間内に実施。
・被扶養者への特定保健
指導は、希望者に対して
外部委託業者へ依頼する
。

・被保険者は、健診を6月
末までに受診完了した分
で対象者抽出を行う。各
拠点、営業所、Ai-Ringも
対象とする。健保独自基
準で対象者を抽出し、各
拠点看護職へ展開、連携
を図る。
・特定保健指導データ分
析の実施検討。リピータ
ー率、改善率を出す。
・委託業者の保健指導対
象者以外の対象者には、
健保で作成する該当通知
と生活習慣病のビラを一
緒に配布する。積極的支
援該当者の通知はピンク
色にする。
・被扶養者への特定保健
指導は、希望者を募り、
希望があった場合は委託
業者へ依頼する。希望し
ない被扶養者は、書面指
導を実施。

・被保険者は、健診を6月
末までに受診完了した分
で対象者抽出を行う。各
拠点、営業所、Ai-Ringも
対象とする。健保独自基
準で対象者を抽出し、各
拠点看護職へ展開、連携
を図る。
・特定保健指導データ分
析の実施検討。リピータ
ー率、改善率を出す。
・委託業者の保健指導対
象者以外の対象者には、
健保で作成する該当通知
と生活習慣病のビラを一
緒に配布する。積極的支
援該当者の通知はピンク
色にする。
・被扶養者への特定保健
指導は、希望者を募り、
希望があった場合は委託
業者へ依頼する。希望し
ない被扶養者は、書面指
導を実施。

・被保険者は、健診を6月
末までに受診完了した分
で対象者抽出を行う。各
拠点、営業所、Ai-Ringも
対象とする。健保独自基
準で対象者を抽出し、各
拠点看護職へ展開、連携
を図る。
・特定保健指導データ分
析の実施検討。リピータ
ー率、改善率を出す。
・委託業者の保健指導対
象者以外の対象者には、
健保で作成する該当通知
と生活習慣病のビラを一
緒に配布する。積極的支
援該当者の通知はピンク
色にする。
・被扶養者への特定保健
指導は、希望者を募り、
希望があった場合は委託
業者へ依頼する。希望し
ない被扶養者は、書面指
導を実施。

・被保険者は、健診を6月
末までに受診完了した分
で対象者抽出を行う。各
拠点、営業所、Ai-Ringも
対象とする。健保独自基
準で対象者を抽出し、各
拠点看護職へ展開、連携
を図る。
・特定保健指導データ分
析の実施検討。リピータ
ー率、改善率を出す。
・委託業者の保健指導対
象者以外の対象者には、
健保で作成する該当通知
と生活習慣病のビラを一
緒に配布する。積極的支
援該当者の通知はピンク
色にする。
・被扶養者への特定保健
指導は、希望者を募り、
希望があった場合は委託
業者へ依頼する。希望し
ない被扶養者は、書面指
導を実施。

・被保険者は、健診を6月
末までに受診完了した分
で対象者抽出を行う。各
拠点、営業所、Ai-Ringも
対象とする。健保独自基
準で対象者を抽出し、各
拠点看護職へ展開、連携
を図る。
・特定保健指導データ分
析の実施検討。リピータ
ー率、改善率を出す。
・委託業者の保健指導対
象者以外の対象者には、
健保で作成する該当通知
と生活習慣病のビラを一
緒に配布する。積極的支
援該当者の通知はピンク
色にする。
・被扶養者への特定保健
指導は、希望者を募り、
希望があった場合は委託
業者へ依頼する。希望し
ない被扶養者は、書面指
導を実施。

・被保険者は、健診を6月
末までに受診完了した分
で対象者抽出を行う。各
拠点、営業所、Ai-Ringも
対象とする。健保独自基
準で対象者を抽出し、各
拠点看護職へ展開、連携
を図る。
・特定保健指導データ分
析の実施検討。リピータ
ー率、改善率を出す。
・委託業者の保健指導対
象者以外の対象者には、
健保で作成する該当通知
と生活習慣病のビラを一
緒に配布する。積極的支
援該当者の通知はピンク
色にする。
・被扶養者への特定保健
指導は、希望者を募り、
希望があった場合は委託
業者へ依頼する。希望し
ない被扶養者は、書面指
導を実施。

国の特定保健指導目標実施率は今後55%➡6
0%以上になる予測。(R4年度29.7%)
特定保健指導対象者とメタボリックシンド
ローム該当者を減少させ、生活習慣病の医
療費を削減する。
被扶養者の特定保健指導実施率を上げる。

・被保険者、被扶養者の特定保健
指導実施率が低い。
・特定保健指導該当者、メタボ該
当者、予備軍が減らない。

特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：40％　令和7年度：45％　令和8年度：50％　令和9年度：53％　令和10年度：57％　令和11年度：60％)
国の単一健保目標が60%のため、段階的に目標値を上げる。目標値は、第4期特定健康診査等実施計画書と同様。
（R5年度:30〜35%目標）※被保険者、被扶養者　※R5年度末の実績値は確定後入力

特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：22.0％　令和7年度：21.5％　令和8年度：21.0％　令和9年度：19.5％　令和10年度：19.0％　令和11年度：18.5％)R4年度：407∕1811＝22.5%　
　　
H21年度：579∕2371＝22.4%
※R5年度末の実績値は確定後入力

-
特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：21.0％　令和7年度：21.5％　令和8年度：22.0％　令和9年度：22.5％　令和10年度：23.0％　令和11年度：23.5％)R4年度
：20.4%、R3年度：24.9%　
※R5年度末の実績値は確定後入力

-
腹囲２cm・体重２kg減を達成した者の割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：26％　令和7年度：26.5％　令和8年度：27％　令和9年度：27.5％　令和10年度：28％　令和11年度：28.5％)R4年度：25.6％（2
1∕82）
※R5年度末の実績値は確定後入力

10 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

2,3,4 既
存 若年層対策 全て 男女

20
〜
39

被保険
者,基準
該当者

１ イ,オ,ク,ケ
,サ

事業主から定期健康診断
結果をもらい、連合会の
保健師と連携して書面で
の保健指導を実施する。

ア,イ
保健師が対象者ごとに保
健指導の書面を作成する
。対象者抽出し事業所の
看護職へ情報共有する。

・過去書面指導対象者の
効果分析を実施。
・対象者を抽出し書面作
成。抽出基準、送付物は
、毎年連合会保健師と検
討して決定する。（20〜3
0代で特定保健指導対象者
、メタボ該当者等）
・独自の「けんこう通信
」、生活改善のパンフレ
ットを付けて送付する。
実施後の評価検討。

・過去書面指導対象者の
効果分析を実施。
・対象者を抽出し書面作
成。抽出基準、送付物は
、毎年連合会保健師と検
討して決定する。（20〜3
0代で特定保健指導対象者
、メタボ該当者等）
・独自の「けんこう通信
」、生活改善のパンフレ
ットを付けて送付する。
実施後の評価検討。

・過去書面指導対象者の
効果分析を実施。
・対象者を抽出し書面作
成。抽出基準、送付物は
、毎年連合会保健師と検
討して決定する。（20〜3
0代で特定保健指導対象者
、メタボ該当者等）
・独自の「けんこう通信
」、生活改善のパンフレ
ットを付けて送付する。
実施後の評価検討。

・過去書面指導対象者の
効果分析を実施。
・対象者を抽出し書面作
成。抽出基準、送付物は
、毎年連合会保健師と検
討して決定する。（20〜3
0代で特定保健指導対象者
、メタボ該当者等）
・独自の「けんこう通信
」、生活改善のパンフレ
ットを付けて送付する。
実施後の評価検討。

・過去書面指導対象者の
効果分析を実施。
・対象者を抽出し書面作
成。抽出基準、送付物は
、毎年連合会保健師と検
討して決定する。（20〜3
0代で特定保健指導対象者
、メタボ該当者等）
・独自の「けんこう通信
」、生活改善のパンフレ
ットを付けて送付する。
実施後の評価検討。

・過去書面指導対象者の
効果分析を実施。
・対象者を抽出し書面作
成。抽出基準、送付物は
、毎年連合会保健師と検
討して決定する。（20〜3
0代で特定保健指導対象者
、メタボ該当者等）
・独自の「けんこう通信
」、生活改善のパンフレ
ットを付けて送付する。
実施後の評価検討。

若年層からのメタボ対策として、早めに生
活習慣改善に取り組むきっかけを作り、将
来の特定保健指導対象者を減らす。

・生活習慣病に関連する疾病割合
が高く、40〜50代が多い。
・若年層から肥満、メタボ該当者
、予備軍が増加している。

書面送付者回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：20人　令和7年度：20人　令和8年度：20人　令和9年度：20人　令和10年度：20人　令和11年度：20人)R5
年度実績:21名実施（積極的支援/メタボ該当者）

新規特定保健指導対象者割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：15％　令和7年度：14％　令和8年度：13％　令和9年度：12％　令和10年度：11％　令和11年度：10％)・R4年度　40歳到達時　特定保健指導
対象者32名、内訳は積極的支援3名、動機付け支援2名　5∕32=16.1%
・若年層書面指導後　40歳到達時特定保健指導割合
※2018〜2019年度実施分 17名（延べ人数） 82.3%情報提供17.6%、動機付け支援17.6%、積極的支援64.7%

676 - - - - -

2,4,5,
6

既
存

前期高齢者保
健指導 全て 男女

63
〜
73

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ア,オ,ク,ケ

対象者を健保で選定して
、外部委託先にて事業実
施。
電話による保健指導・保
健指導前後の2回アンケー
ト実施。

ウ,ク
対象者抽出、名簿提出は
健保。事業自体の運営は
外部委託先（法研）にて
実施。

・対象者を年齢で選定し
、外部委託業者へ依頼。
電話保健指導と前後2回ア
ンケート完了者へ粗品を
付与する。
・対象者の被扶養者健診
受診歴や健康状況をレセ
プト等で確認する。事業
に参加された後の効果検
証を検討。

・対象者を年齢で選定し
、外部委託業者へ依頼。
電話保健指導と前後2回ア
ンケート完了者へ粗品を
付与する。
・対象者の被扶養者健診
受診歴や健康状況をレセ
プト等で確認する。事業
に参加された後の効果検
証を検討。

・対象者を年齢で選定し
、外部委託業者へ依頼。
電話保健指導と前後2回ア
ンケート完了者へ粗品を
付与する。
・対象者の被扶養者健診
受診歴や健康状況をレセ
プト等で確認する。事業
に参加された後の効果検
証を検討。

・対象者を年齢で選定し
、外部委託業者へ依頼。
電話保健指導と前後2回ア
ンケート完了者へ粗品を
付与する。
・対象者の被扶養者健診
受診歴や健康状況をレセ
プト等で確認する。事業
に参加された後の効果検
証を検討。

・対象者を年齢で選定し
、外部委託業者へ依頼。
電話保健指導と前後2回ア
ンケート完了者へ粗品を
付与する。
・対象者の被扶養者健診
受診歴や健康状況をレセ
プト等で確認する。事業
に参加された後の効果検
証を検討。

・対象者を年齢で選定し
、外部委託業者へ依頼。
電話保健指導と前後2回ア
ンケート完了者へ粗品を
付与する。
・対象者の被扶養者健診
受診歴や健康状況をレセ
プト等で確認する。事業
に参加された後の効果検
証を検討。

前期高齢者になる前からのアプローチや対
象者層への介入により、前期高齢者医療費
の減少を図る。

・前期高齢者の1人当たりの医療費
が増加している。

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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保健指導実施率(【実績値】22％　【目標値】令和6年度：23％　令和7年度：24％　令和8年度：25％　令和9年度：26％　令和10年度：27％　令和11年度：28％)
＜R5年度実績＞　＊目標値は電話保健指導まで実施した方　22%
①1回目アンケート：　
②電話保健指導：（電話可能件数に対する割合）、（配布数に対する割合＝目標値とする）
③2回目アンケート：
●１回目アンケート
　　発送　　・・・ 83件
　　返送　　・・・ 44件
　
　●１回目電話アドバイス
　　架電　　・・・ 44件
　　成立　　・・・ 25件
　　不成立　・・・ 19件
　●２回目アンケート
　　発送予定・・・ 24件（指導成立者の内、2回目アンケート送付対象外1件を除く）

1人当たりの医療費(【実績値】-　【目標値】令和6年度：290千円　令和7年度：280千円　令和8年度：270千円　令和9年度：260千円　令和10年度：250千円　令和11年度：240千円)＜R4年度実績＞1人当たり医
療費：231千円
＜R5年度見込み＞1人当たり医療費：300千円
※R5年度末の実績値は確定後入力

50 - - 100 100 100

1,2,5 既
存 卒煙対策 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ エ,ケ

禁煙治療達成者に1万円の
補助。社内イントラの全
社掲示板、HPの掲載を活
用する。

ア,コ
事業主の禁煙対策を周知
する場合、コラボで情報
提供を実施。
健保事業は独自で情報提
供を実施。

・禁煙外来補助申請につ
いては、適宜社内イント
ラの全社掲示板やHP等掲
載物を工夫し周知する。
・事業主の卒煙対策の方
向性を確認しながら、効
果的な卒煙対策を検討す
る。

・禁煙外来補助申請につ
いては、適宜社内イント
ラの全社掲示板やHP等掲
載物を工夫し周知する。
・事業主の卒煙対策の方
向性を確認しながら、効
果的な卒煙対策を検討す
る。

・禁煙外来補助申請につ
いては、適宜社内イント
ラの全社掲示板やHP等掲
載物を工夫し周知する。
・事業主の卒煙対策の方
向性を確認しながら、効
果的な卒煙対策を検討す
る。

・禁煙外来補助申請につ
いては、適宜社内イント
ラの全社掲示板やHP等掲
載物を工夫し周知する。
・事業主の卒煙対策の方
向性を確認しながら、効
果的な卒煙対策を検討す
る。

・禁煙外来補助申請につ
いては、適宜社内イント
ラの全社掲示板やHP等掲
載物を工夫し周知する。
・事業主の卒煙対策の方
向性を確認しながら、効
果的な卒煙対策を検討す
る。

・禁煙外来補助申請につ
いては、適宜社内イント
ラの全社掲示板やHP等掲
載物を工夫し周知する。
・事業主の卒煙対策の方
向性を確認しながら、効
果的な卒煙対策を検討す
る。

今後の全事業所敷地内全面禁煙に向けて、
事業主と一緒に禁煙促進活動を実施。

・喫煙率が全国平均より高く、喫
煙に関する疾病罹患のリスクがあ
る。

禁煙外来補助の案内(【実績値】-　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 喫煙率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：35.0％　令和7年度：34.8％　令和8年度：34.6％　令和9年度：34.4％　令和10年度：34.2％　令和11年度：34.0％)健康白書の喫煙率：R5年度35.8%（822名）、R4
年度35.8%

300 - - - - -

2,5,7 既
存

ジェネリック
通知 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ キ

4月・9月に後発医薬品の
差額通知を発行。削減効
果の条件をつけ対象者を
絞り、追跡調査まで実施
。宛名は対象者本人名で
自宅に郵送。

ク
健保で診療データを提出
、委託業者にて事業運用
。

・年1回の送付を継続。
・効果額や転換率を踏ま
え、委託業者と連携し、
通知基準を見直す。
・対象者にジェネリック
希望シールを同封。

・年1回の送付を継続。
・効果額や転換率を踏ま
え、委託業者と連携し、
通知基準を見直す。

・年1回の送付を継続。
・効果額や転換率を踏ま
え、委託業者と連携し、
通知基準を見直す。
・対象者にジェネリック
希望シールを同封。

・年1回の送付を継続。
・効果額や転換率を踏ま
え、委託業者と連携し、
通知基準を見直す。

・年1回の送付を継続。
・効果額や転換率を踏ま
え、委託業者と連携し、
通知基準を見直す。
・対象者にジェネリック
希望シールを同封。

・年1回の送付を継続。
・効果額や転換率を踏ま
え、委託業者と連携し、
通知基準を見直す。

後発医薬品への切り替え促進（利用率80％
以上）

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

配布回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 転換率(【実績値】70％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：86％　令和8年度：87％　令和9年度：88％　令和10年度：89％　令和11年度：90％)（R4年度実績：85.6%）
3,059 - - - - -

疾
病
予
防

2,3 既
存 被扶養者健診 全て 男女

30
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

１ エ,ク,ケ

30歳以上の被扶養者を対
象に委託業者（ウェルネ
ス）を利用した個別健診
。自分の都合で契約医療
機関を選んで受診。基本
健診にプラスして聴力・
胸部x線・心電図・眼底を
追加して無料で受診でき
る。

ア,カ
健保が名簿提出後、外部
委託業者（ウェルネス）
が健診案内、受診勧奨通
知を実施する。

・利便性を考慮し、被扶
養者健診コースは個別健
診を継続。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、被扶
養者健診コースは個別健
診を継続。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、被扶
養者健診コースは個別健
診を継続。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、被扶
養者健診コースは個別健
診を継続。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、被扶
養者健診コースは個別健
診を継続。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、被扶
養者健診コースは個別健
診を継続。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

健診受診率を向上させ、生活習慣病の予防
及び改善を図る。 ・被扶養者の特定健診受診率が低

い。

受診勧奨(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100
％)最初の案内に受診勧奨パンフレットを同封。その後、ハガキ1回とメールは数回フォロー実施。
R4年度実績：3月全員受診案内ハガキ通知、9月未予約者へメール（Web登録者）とハガキ（Web未登録）、
10〜11月メール実施。対象者への全員案内通知。未予約者への受診勧奨通知。

健診受診率(【実績値】40％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：52％　令和8年度：54％　令和9年度：56％　令和10年度：58％　令和11年度：60％)R4年度実績合計受診率：46.6%
国の目標に近づけるようにする。

13,536 - - - - -

2,3 既
存

夫婦揃って節
目健診 全て 男女

40
〜
55

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
３ ア,エ,ク,ケ

被保険者が40・45・50・
55歳の節目年齢を迎えた
被扶養者（配偶者）に対
し、人間ドックと脳ドッ
クを実施。（被保険者：
脳ドック費用は健保負担
、人間ドック費用は事業
主負担）

ア,カ,ク

被保険者には事業主から
、被扶養者には健保から
健診案内を実施。
＊山形、福島事業所は、
被保険者と同じ医療機関
で予約実施。

・利便性を考慮し、山形
、福島事業所以外は個別
健診（外部委託）を継続
。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、山形
、福島事業所以外は個別
健診（外部委託）を継続
。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、山形
、福島事業所以外は個別
健診（外部委託）を継続
。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、山形
、福島事業所以外は個別
健診（外部委託）を継続
。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、山形
、福島事業所以外は個別
健診（外部委託）を継続
。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

・利便性を考慮し、山形
、福島事業所以外は個別
健診（外部委託）を継続
。
・健診案内に健診や健康
づくりを促すリーフレッ
トを配布する。
・健診未予約者には、受
診勧奨ハガキを年1回送付
するとともに、メール登
録者には定期的にメール
でも受診勧奨通知を行う
。

がんの罹患率が上がる40歳から脳ドックを
含めたドック検査で早期発見・早期治療を
目指す。

・被扶養者の特定健診受診率が低
い。

受診勧奨(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100
％)R4年度:1〜3回（Web未登録者はハガキ通知1回、Web登録者はメール通知3回）

健診受診率(【実績値】75.3％　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：82％　令和8年度：84％　令和9年度：86％　令和10年度：88％　令和11年度：90％)R4年度:79.3%
国の目標受診率に近づける。

50 - - - - -

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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1,2,3,
4,5

新
規

重症化予防対
策 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 １ イ,ウ,オ,ク

被保険者：事業主を通し
て実施、費用は健保　
被扶養者：健保から受診
勧奨案内通知

ア 被扶養者：埼玉連合会の
保健師と共同して実施

・健保独自の受診勧奨基
準で対象者抽出し、埼玉
連合会の保健師と共同に
て受診勧奨通知を送付す
る。数ヶ月後にレセプト
確認し受診の有無、内服
治療開始の有無等を調査
する。
・事業所の健診で、高血
圧の一定基準対象者に尿
塩分量測定を実施する。

・健保独自の受診勧奨基
準で対象者抽出し、埼玉
連合会の保健師と共同に
て受診勧奨通知を送付す
る。数ヶ月後にレセプト
確認し受診の有無、内服
治療開始の有無等を調査
する。

・健保独自の受診勧奨基
準で対象者抽出し、埼玉
連合会の保健師と共同に
て受診勧奨通知を送付す
る。数ヶ月後にレセプト
確認し受診の有無、内服
治療開始の有無等を調査
する。

・健保独自の受診勧奨基
準で対象者抽出し、埼玉
連合会の保健師と共同に
て受診勧奨通知を送付す
る。数ヶ月後にレセプト
確認し受診の有無、内服
治療開始の有無等を調査
する。

・健保独自の受診勧奨基
準で対象者抽出し、埼玉
連合会の保健師と共同に
て受診勧奨通知を送付す
る。数ヶ月後にレセプト
確認し受診の有無、内服
治療開始の有無等を調査
する。

・健保独自の受診勧奨基
準で対象者抽出し、埼玉
連合会の保健師と共同に
て受診勧奨通知を送付す
る。数ヶ月後にレセプト
確認し受診の有無、内服
治療開始の有無等を調査
する。

生活習慣病による重症化を未然に防ぎ、医
療費抑制につなげる。

・生活習慣病に関連する疾病割合
が高く、40〜50代が多い。
・若年層から肥満、メタボ該当者
、予備軍が増加している。

受診勧奨通知(【実績値】0％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100
％)実施率とは、抽出した対象者へ受診勧奨通知の実施をしたかどうか。

定量的な評価が困難のため。
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

1,2,3,
4,5

新
規

歯科疾病予防
対策 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ウ,エ,ケ

年2回の機関紙、HPや健
診案内等を活用して、歯
科保健に関しての情報提
供を実施。

ア,イ,カ,ク
,コ

事業主と適宜情報共有し
ながら、情報提供を実施
。

・年に1度は情報提供の機
会を検討する。
・国の歯科保険対策がで
たら、歯科保健事業を検
討する。

・年に1度は情報提供の機
会を検討する。
・国の歯科保険対策がで
たら、歯科保健事業を検
討する。

・年に1度は情報提供の機
会を検討する。
・国の歯科保険対策がで
たら、歯科保健事業を検
討する。

・年に1度は情報提供の機
会を検討する。
・国の歯科保険対策がで
たら、歯科保健事業を検
討する。

・年に1度は情報提供の機
会を検討する。
・国の歯科保険対策がで
たら、歯科保健事業を検
討する。

・年に1度は情報提供の機
会を検討する。
・国の歯科保険対策がで
たら、歯科保健事業を検
討する。

国の歯科保健対策により、当健保で実施で
きる歯科保健事業を検討し、歯科に関連す
る医療費の縮小を図る。

・生活習慣病に関連する疾病割合
が高く、40〜50代が多い。
・若年層から肥満、メタボ該当者
、予備軍が増加している。

情報提供実施率(【実績値】0％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：1
00％)-

定量的な評価が困難のため。
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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